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令和３年度 

木の国・山の国県民会議 

各専門部会の取組状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

森づくり部会 

令和３年度専門部会の取組状況 

部会名 森づくり部会 担

当 

森林整備課 

整備係 部会長 篠田 成郎 

 

構成員 

(所属名) 

 

篠田 成郎 ＜部会長＞  （岐阜大学教授）  

山川 弘保 ＜副部会長＞ （林業家・郡上市民病院医師） 

河野 美佐子       （一般財団法人岐阜県地域女性団体協議会副会長） 

河尻 和憲        （一般社団法人岐阜県林業経営者協会理事） 

髙橋 知樹        （一般社団法人岐阜県森林施業協会副会長） 

長瀬 雅彦 （（一社）高山建設業協会理事、たかやま林業・建設業協同組合専務理事） 

細江 広仲        （南ひだ森林組合代表理事組合長） 

久保 芳文         （岐阜森林管理署長）  

毛利 理恵        （有限会社大原林産取締役） 

今年度

計画 

１ 令和３年度検討事項 

 ・災害に強い森林づくりについて 

２ 検討事項の具体的取組 

 ・災害に強い森林づくりを進めるための取組みに係る提言について意見交換 

 
実施 

 
状況 

 

３ 取組状況 

 ※主な意見等については別添資料のとおり 

 

■第１回（令和３年９月１４日（火）） 

○令和３年度の検討テーマについて意見交換 ※オンライン開催 
    

■第２回（令和３年１１月１６日（火）） 
 ○欧州型道づくりに関する勉強会 ※現地見学 
 
■第３回（令和４年１月２６日（水））※オンライン開催 
○森づくり部会からの提言に関する意見交換 

    

■第４回（令和４年３月１日（火））※オンライン開催 

○森づくり部会からの提言に関する意見交換 
    
４ 取組結果 

  ※別添資料のとおり 

今後の
課題 

 

５ 今後の課題 

 ○提言内容を具体的に進めるための制度的課題等の検討 
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【
第
１
回
：
検
討
テ
ー
マ
に
関
す
る
意
見
交
換
】

〇
主
な
意
見
等

・
県
民
に
対
し
て
災
害
の
な
い
森
林
整
備
の
提
案
が
必
要
。

・
災
害
に
強
い
森
林
と
木
材
供
給
と
を
両
立
さ
せ
る
施
策
が
必
要
。

・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
取
り
入
れ
考
え
て
い
く
べ
き
。

・
山
を
守
る
森
林
整
備
、
土
砂
を
流
出
さ
せ
な
い
施
業
の
在
り
方
を
考
え
る
べ
き
。

・
森
林
整
備
に
よ
る
機
能
を
県
民
へ
広
く
P
Rす
る
こ
と
が
必
要
。

【
令
和
３
年
度
森
づ
く
り
部
会
か
ら
の
提
言
に
つ
い
て
】

【
第
２
回
：
欧
州
型
道
づ
く
り
勉
強
会
】
※
高
山
市
清
見
町
内
の
現
地
に
お
い
て
開
催

〇
欧
州
型
道
づ
く
り
の
特
徴

・
機
能
的
で
生
態
系
に
配
慮
し
た
施
工

・
適
切
な
排
水
処
理
に
よ
り
水
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
施
工

森
林
機
能
調
査
に
基
づ
く
目
指
す
べ
き
地
域
森
林
像
の
共
有
（
県
民
・
事
業
体
・
行
政
）

生
態
系
保
全
と
森
林
の
多
面
的
機
能
発
揮
の
た
め
の
森
林
空
間
利
用
の
促
進

〇
新
技
術
（
I
C
T、
D
X
等
）
や
森
の
通
信
簿
を
活
用
し
た
森
林
機
能
評
価
の
実
施

・
森
の
も
つ
さ
ま
ざ
ま
な
働
き
（
土
砂
流
出
防
止
、
木
材
生
産
、
快
適
環
境
、
生
態
系
保
全
、
水
源

涵
養
）
を
簡
単
な
調
査
で
評
価
。

〇
森
林
集
水
域
内
で
の
水
・
土
に
関
す
る
調
査
の
実
施

⇒
土
砂
移
動
リ
ス
ク
の
把
握

・
森
林
整
備
実
施
地
域
や
予
定
地
域
流
域
の
河
川
に
つ
い
て
、
県
森
林
研
究
所
と
連
携
し
、
水
量
、

水
質
（
特
に
濁
度
）
、
土
壌
を
定
期
的
に
調
査
。

令
和
３
年
度
の
取
組
み

波
及
効
果
と
し
て
林
業

事
業
体
の
改
革
も
期
待

【
第
３
回
～
第
４
回
：
「
森
づ
く
り
部
会
か
ら
の
提
言
（
案
）
に
関
す
る
意
見
交
換
】

〇
主
な
意
見
等

・
多
く
の
人
が
作
業
路
に
入
れ
ば
有
害
鳥
獣
も
減
る
。
森
林
の
共
有
・
利
用
を
考
え
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

・
道
づ
く
り
か
ら
発
展
し
て
さ
ま
ざ
ま
な
森
林
利
用
が
で
き
る
と
よ
い
。

・
生
態
系
の
保
全
や
森
林
の
多
面
的
機
能
と
し
て
の
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
が
今
後
注
目
さ
れ
る
。

・
林
業
だ
け
で
は
な
く
、
森
林
に
は
い
ろ
い
ろ
な
可
能
性
が
あ
る
。

・
「
災
害
に
強
い
森
林
づ
く
り
」
に
「
親
し
め
る
森
づ
く
り
」
の
観
点
を
プ
ラ
ス
す
る
と
、
さ
ま
ざ
ま
な
人

に
森
林
の
良
さ
を
知
っ
て
も
ら
え
、
同
時
に
生
態
系
も
維
持
さ
れ
道
も
で
き
、
ひ
い
て
は
木
材
の
利
用
も
可

能
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

・
森
林
空
間
利
用
は
、
一
番
最
初
は
ゾ
ー
ニ
ン
グ
か
ら
入
ら
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

・
今
は
「
健
康
経
営
」
と
い
う
言
葉
が
普
通
に
使
わ
れ
て
い
る
。

・
単
純
に
レ
ジ
ャ
ー
と
い
う
視
点
で
「
森
林
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
」
と
い
う
言
葉
も
あ
る
。

・
森
林
空
間
利
用
は
、
一
つ
の
目
的
で
は
な
く
い
ろ
い
ろ
な
用
途
と
し
て
使
う
こ
と
を
考
え
な
が
ら
仕
組
み

を
考
え
る
必
要
が
あ
る
。

検
討
テ
ー
マ
は
「
災
害
に
強
い
森
林
づ
く
り
」

異
分
野
専
門
技
術
集
団
と
の
連
携

「
災
害
に
強
く
、
親
し
め
る
森
林
づ
く
り
」
に
向
け
た
森
林
公
益
機
能
効
果
的
発
現
策
の
強
化

「
森
づ
く
り
、
道
づ
く
り
、
土
づ
く
り
、
水
づ
く
り
、
生
態
系
づ
く
り
、
人
づ
く
り
、
し
く
み
づ
く
り
」
の
一
体
的
繋
が
り

・
作
業
道
、
森
林
、
渓
流
な

ど
の
森
林
空
間
を
利
用
し
た

さ
ま
ざ
ま
な
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ
ン

・
キ
ノ
コ
栽
培
、
養
蜂
な
ど

の
ア
グ
ロ
フ
ォ
レ
ス
ト
リ
ー

（
森
林
農
業
）

・
そ
の
他
ハ
ン
テ
ィ
ン
グ
等

県
民
等
へ
「
森
林
空
間

×
○
○
」
を
提
供
し
森
林
へ
誘
導

⇒
こ
れ
ま
で
森
林
・
自
然
へ
の
関

心
が
乏
し
か
っ
た
人
な
ど
含
め
多

く
の
人
な
ど
が
来
訪

⇒
新
た
な
森
林
と
の
繋
が

り
を
創
出

・
災
害
に
強

い
森
林
、
壊

れ
な
い
作
業

道
づ
く
り

・
健
康
経
営
（
メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
等
）

・
森
林
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ

（
バ
イ
ク
ラ
イ
デ
ィ
ン
グ

等
）

森
林
へ
の
興
味
・
理
解
の
醸
成

提
言

県
庁
内
部
局
を
ま
た
い
で
連
携
し
促
進

機
能
区
分
に
応
じ
た
森
林
空
間
利
用

ゾ
ー
ニ
ン
グ
の
確
認
・
検
討

別
添
資
料

2



 

木づかい部会 

令和３年度専門部会の取組状況   

部 会 名 木づかい部会 担

当 

県産材流通課 

消費対策係 部 会 長 中島由紀子 

構 成 員 

（所属名） 

中島 由紀子 ＜部会長＞ （ＮＰＯ法人グッドライフ・サポートセンター事務局長） 

岩井 香織        （公募委員） 

 桂川 麻里        （建築士） 

 川合 千代子       （水環境もやい研究所 代表） 

 田口 房国        （株式会社山共 代表取締役社長） 

 田中 露美        （岐阜県生活学校連絡協議会 副会長） 

 山川 弘保        （林業家・郡上市民病院 医師） 

 吉田 理恵        （ＮＰＯ ｍｕｓｕｂｉ 代表） 

今年
度計
画 

１ Ｒ３年度検討事項 
 ・新たな県産材の利用促進について 

２ 検討事項の具体的取組み 
・時代のニーズに対応した住宅や非住宅分野における新たな県産材利用拡大に向けた意見をいただく。 

 
実施
状況 

３ 取組状況 
■第１回（令和３年１０月１９日（火））※オンライン開催 
○「ぎふの木づかい施設」の認定について 
○時代のニーズに対応した新たな県産材の利用促進についての意見交換 
  ・都市の木造化・脱炭素社会の実現に向けた県産材の需要拡大 

・東京オリンピックパラリンピック選手村ビレッジプラザ提供木材の活用方法 
 
 
    
 
 
 
 

■第２回（令和４年３月３日（木））※オンライン開催 
○県産材利用に向けた政策提案について 
 ・県産材住宅のコスト低減 
 ・ホームセンター等における県産材製品販売 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 取組結果 
 ＜住宅分野＞ 

 ・時代のニーズに合わせた県産材住宅の建築促進について意見をいただいた。 

 ＜非住宅分野＞ 

 ・県産材を使用した８施設を「ぎふの木づかい施設」として認定した。 

 ・木材と触れ合うことの出来る機会の１つとして、ホームセンター等での販売について提案をいただいた。 

今
後
の 

課
題 

５ 今後の課題 
 木材利用を拡大していくために、下記事項について検討していく必要がある。 

 ・低コスト住宅など、県民に選ばれやすい県産材住宅の新たな提案 

 ・ホームセンターなど、県民が手軽に県産材製品を購入することの出来る場の設置 

・木材利用に関する一層の県民理解のため、県産材製品相談窓口の設置など、木とふれあう機会の増加 

・バーチャルと実体験を組み合わせた県産材のＰＲ方法 

  

 

・若者が購入することの出来る低コストでシンプルな住宅が必要 
・ホームセンターなど、県民が気軽に県産材を購入することが出来る場があると良い。 
・県民に木の良さをもっと知ってもらえるような取組みが必要。 
・非住宅施設での木材利用を更に促進すべき。 

【主な意見】 

＜県産材住宅のコスト低減＞ 
・住宅の価格設定は工務店の戦略であり、画一的に低コストを進めるべきではない。高級志向も必要。 
・香りや手触りなど VR では体感出来ない木の良さがあり、実体験も必要である。 
＜ホームセンター等における県産材製品販売＞ 
・地域材の活用に協力的かどうかなど、ホームセンター側の意向を調査していく必要がある。 
・ホームセンターに限らず、道の駅やＪＡ直売所など、県産材販売の色々な手法を検討すべき。 

【主な意見】 
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普及・教育部会 

令和３年度専門部会の取組状況 

部 会 名 普及・教育部会 担

当 

恵みの森づくり推進課 

木育推進係 部 会 長 伊藤 栄一 

構 成 員 

（所属名） 

伊藤 栄一（NPO 法人森のなりわい研究所代表理事） 

大村 統子（岐阜県小中学校女性校長会長） 

桂川 麻里（建築士） 

加藤 正吾（岐阜大学応用生物科学部准教授） 

田中 露美（岐阜県生活学校連絡協議会副会長） 

中島 由紀子（NPO 法人ｸﾞｯﾄﾞﾗｲﾌ・ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事務局長） 

吉田 理恵（NPO musubi 代表） 

今

年

度

計

画 

１ 令和３年度検討事項 

○「森林空間の新たな活用」について 

２ 検討事項の具体的取組み 

○「第４期岐阜県森林づくり基本計画」において、森林の新たな価値の創造と山村地域の振興に向け、森

林空間を活用した森林サービス産業の育成について施策展開を図っていくため、意見をいただく。 

実

施

状

況 

３ 取組状況 

■第１回（令和３年９月１日（水）） （※オンライン開催） 

議題：森林空間の新たな活用について① 

内容：話題提供「森林サービス産業について」恵みの森づくり推進課 

事例紹介「森林空間の新たな活用 ～人間教育・癒し・健康増進～」トヨタ白川郷自然學校 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第２回（令和４年２月２２日（火）） （※オンライン開催） 

議題：森林空間の新たな活用について② 

内容：事例紹介「森林空間の新たな活用 ～他県における取組み事例～」森林文化アカデミー 

   事例紹介「森林空間の新たな活用 ～古川林業における取組み事例～」(有)古川林業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組結果 

・森林空間を活用した森林サービス産業の育成について、方法や課題について整理した。 

今

後

の

課

題 

５ 今後の課題 

・利用者視点を大切にした人と山を結ぶコンテンツや仕組みづくり 

・各地域の関係者が直接コミュニケーションをとるための機会づくり 

・効果説明のための科学的なデータ取得（エビデンス） 

・情報発信 

 

・利用者の視点からもう一度、森という場を見直す機会となる。 

・子どもの頃から自然の中で様々な体験をすることはとても大切である。 

・体験にまさる教育はない。親子で一緒に体験できるプログラムも作っていく必要がある。 

・企業で働く人のリフレッシュにも活用できる。 

・「産業」というからには雇用も含めて成り立つ必要がある。 

・森林のサービス産業化については、どことどこが、どのように繋がっていくかが問われる。 

・平地に比べて山地での取組みはスペースも少なく、安全面での配慮等も必要なため、一人当たり

のコストが上がることになる。受け入れ人数にも制限があり、より投資をしてくれる人を見つけ

なければビジネスとしては成り立たない場所もある。 

・大規模山林所有者等がネットワークを作り、「ここに行けばこのような取組みに参加できる」と

いった仕組みができると良い。 

・人と山を結びつけるコンテンツや仕組みが必要である。 

・修学旅行など、子どもたちに提供できるプログラムを作っておくと旅行会社にも提案しやすい。 

【主な意見】 

【主な意見】 
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